
福知山市公告第１４０号 

 

 

福知山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年福知山市条例第１２号）第６条の規

定により、令和５年度における人事行政の運営等の状況を公表する。 

 

   令和６年１１月１日 

 

                                福知山市長  大 橋 一 夫 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（１）令和５年度職種別採用者数 

区 分 一般行政 
幼稚園教諭 

保育士 
保健師 消防士 弁護士 社会福祉士 管理栄養士 医師 

職員数 30 5 4 7 2 3 2 28 

区 分 理学療法士 
臨床工学 
技士 

看護師 助産師 薬剤師 作業療法士 言語聴覚士 栄養士 合計 

職員数 2 2 29 3 1 1 1 1 121 

 

（２）事由別退職者数（令和５年度） 

区 分 定年 勧奨 自己都合 死亡 懲戒 割愛 合計（人） 

職員数 0 15 80 2 0 3 100 

  

（３）職員採用試験実施結果(令和５年度) 

試験区分 受験者数 最終合格者数（人） 

大学卒 一般事務 144 39 

土木技師 2 2 

建築技師 1 0 

幼稚園教諭・保育士 6 5 

保健師 7 7 

社会福祉士 15 4 

管理栄養士 2 1 

消防士 8 2 

短大卒 一般事務 12 1 

土木技師 0 0 

建築技師 2 0 

幼稚園教諭・保育士 2 1 

保健師 0 0 

社会福祉士 0 0 

管理栄養士 0 0 

消防士 4 2 

高校卒 一般事務 8 2 

土木技師 0 0 

建築技師 0 0 



幼稚園教諭・保育士 0 0 

保健師 0 0 

社会福祉士 0 0 

管理栄養士 0 0 

消防士 8 5 

合計 一般事務 164 42 

土木技師 2 2 

建築技師 3 0 

幼稚園教諭・保育士 8 6 

保健師 7 7 

社会福祉士 15 4 

管理栄養士 2 1 

消防士 20 9 

 

（４）病院採用試験の状況（令和５年度） 

区 分 助産師 看護師 
臨床検査 
技師 

薬剤師 

受験者数 3 31 3 2 

合格者 3 29 1 1 

区 分 
理学 
療法士 

介護 
福祉士 

言語 
聴覚士 

管理 
栄養士 

受験者数 1 3 2 5 

合格者 0 2 1 1 

 

（５）職員数の状況（各年４月１日現在） 

 

 
令和６年 令和５年 対前年増減数 主な増減理由 

一 

般 

行 

政
（
福
祉
関
係
以
外
） 

議 会 7 7 0  

総 務 171 161 10 職員体制の強化等 

税 務 28 28 0  

労 働 2 2 0  

農林水産 34 33 1 災害工事対応 

商 工 19 20 ▲1 業務及び職員体制見直し 

土 木 74 72 2 職員体制の強化 

小 計 335 323 12  

福祉

関係 

民 生 124 122 2 職員体制の強化等 

衛 生 45 44 1 災害工事対応 

小 計 169 166 3  

一般行政計 504 489 15  

特別

行政 

教 育 73 72 1 職員体制の強化 

消 防 137 129 8 消防体制の維持強化 

小 計 210 201 9  

公 営 病 院 672 657 15 医療体制の強化・安定化 



企 業

等 

水 道 21 21 0  

下水道 24 25 ▲1 業務及び職員体制の見直し 

その他 47 44 3 介護保険事業の強化等 

小 計 764 747 17  

総 合 計 1478 1437 41  

 

２ 職員の給与の状況 

 

（１） 人件費の状況（令和５年度） 

歳 出 額（A） 人 件 費（B） 人 件 費 率（B／A） （参考）前年度人件費率 

499億3883万5千円 77億2395万3千円 15.5％ 16.3％ 

 

（２） 人件費の内訳（令和５年度普通会計決算） 

給   料(31.6%) 期末・勤勉手当(12.9%) 職員手当(7.1%) 退職手当(6.4%) 市長･議員等給料･報酬（6.6%) 

24億4008万1千円 9億9462万1千円 5億5657万6千円 4億9361万円 5億720万円 

再任用職員報酬・期末手当・職員手当

（0.6％） 
会計年度任用職員報酬・期末手当

（20.1％） 
共済費(14.7%) 

4764万4千円 15億4950万5千円 11億3471万6千円 

 

（３） 職員の平均給与月額及び平均年齢（令和６年４月１日現在） 

区  分 
福知山市 

平均給与月額 平均年齢 

一般行政職 353,562円 41.6歳 

  一般行政職は、消防職や看護保健職、技能労務職を除いた職員 

 

（４） 職員の初任給の状況 （令和６年４月１日現在） 

区  分 初 任 給 採用後２年経過日給料

額 
一般行政職 

大学卒 196,200円 211,900円 

高校卒 166,600円 180,700円 

 

（５） 職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在） 

区 分 学歴区分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 大 学 卒 293,160円 333,827円 353,438円 

 

（６）期末・勤勉手当の支給割合（令和６年度支給割合） 

区  分 福知山市 

期末手当 

６月期 1.225月 

１２月期 1.225月 

計 2.450月 

勤勉手当 

６月期 1.025月 

１２月期 1.025月 

計 2.050月 

 

 

 



（７）退職手当の支給率（令和５年度支給率） 

 福知山市 国 

区    分 自己都合退職 早期・定年退職 自己都合退職 早期・定年退職 

勤 続 ２ ０ 年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分 

勤 続 ２ ５ 年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分 

勤 続 ３ ５ 年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分 

最 高 限 度 額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分 

その他の加算措置 
定年前早期退職特例措置（3～45％ 加算） 

職制・職務の等級による調整額加算有 

一 人 当 た り の 

平 均 支 給 額        

（令和5年度退職職員の平均額） 

自己都合等 勧  奨 定     年 

6,090千円  20,719千円 0円 

※算定基礎は、退職日の給料月額です。 

※早期退職は、早期退職希望者の募集による退職です。 

※年齢４０歳以上かつ勤続２０年以上に拡大 

 

（８）特別職の給料及び報酬（令和６年４月１日現在） 

区   分 報 酬 月 額 区    分 給 料 月 額 

議   長 495,000円 市   長 935,000円 

副 議 長 440,000円 副 市 長 760,000円 

議   員 410,000円 

 

 

（９）主な手当（令和６年４月１日現在） 

区 分 内 容（支給対象職員・支給額） 

扶養手当 

扶養親族を有する職員 

（扶養親族とは、次に掲げる者

で 年 間 の 恒 常 的 収 入 が

1,300,000円以下である者） 

・配偶者（内縁関係含） 

・満22歳に達する日以後の最初

の3月31日までの間にある子・

孫及び弟妹 

・満60歳以上の父母及び祖父母 

・重度心身障害者 

・配偶者                        6,500円 

・扶養親族である子１人につき         10,000円 

・扶養親族である父母等１人につき        6,500円 

・満15歳に達する日後の最初の4月 

1日から22歳に達する日以後の最 

初の3月31日までの間にある子1人 

につき                     5,000円加算 

 

住居手当 

借家又は借間に居住し、月額

16,000円を超える家賃を支払

っている（父母等の住居の一部

を借りているものを除く。）職

員 

 

・借家・借間居住者 

家賃 16,000円超 27,000円以下 （家賃 － 16,000円） 

家賃 27,000円を超えるもの 

（家賃－27,000円}）×1/2 ＋ 11,000円 ≦ 28,000円（100円未満

切捨て） 



通勤手当 

通勤のため交通機関又は自動

車等を利用することを常とす

る職員に支給 

・交通機関等利用者 

 運賃相当額（その交通機関の最長の定期券の額を一括支給。た

だし、１か月当たり 55,000円まで） 

・自動車等利用者片道通勤距離区分及び手当額 

2㎞未満       0円        12～14km      11,000円 

2㎞以上4km未満  2,000円     14～16km      13,100円 

4～6km       3,700円        16～18km      15,200円 

6～8km       5,300円        18～20km      17,100円 

8～10km         7,000円       20～30km      19,400円 

10～12km       9,200円        30km以上      21,700円 

地域手当 
医師のみ 

（ 給料 ＋ 扶養手当 ＋ 特別調整額 ）×16/100 

特別調整額 

課長補佐級以上 

の職階の管理職 

給料月額に次の率を乗じた額 

部長級 17％    次長級    17％ 

課長級 12％    課長補佐級  10％ 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
 

（１）勤務時間の状況                   （令和６年４月１日現在） 
１ 週 間 の 

勤 務 時 間 
１日の勤務時間 開始時間 終了時刻 休憩時間 

３８時間４５分 ７時間４５分 8:30 17:15 ６０分（12:00～13:00） 

 

（２）休暇及び休業の主な制度 

種 類 概   要 

年次休暇 
年度により２０日付与。２０日を超えない範囲内の残日数を翌年度に繰り越すこ

とができる。 

病気休暇 

負傷又は疾病のため、療養を要するときは、１日、半日又は１時間を単位として

受けることができる。 

（医師の診断書等、療養が必要であることを証明する書類の提出を要する。） 

結婚休暇 職員が結婚する場合 ６日（週休日及び休日を除く。） 

産前産後休暇 
出産予定日８週間（多胎妊娠の場合は１４週間以内）前の日から産後８週間を経

過するまでの期間において請求した期間受けることができる。 

夏季休暇 ５日（７月から１０月までの期間内で週休日及び休日を除く。） 

特別休暇 その他親族の死亡、妊娠等に係る休暇ほか 

介護休暇 

配偶者、父母、子、配偶者の父母及び同居の祖父母、兄弟、姉妹等の介護のため

に受けることができる。 

（連続する６か月の期間内において２週間以上に渡り、介護が必要な場合。休暇

によって、勤務しない時間は、給与額を減額） 

育児休業 
３歳未満の子を養育する職員が、３歳に達するまでの期間育児のため取得できる

（育児休業している期間については、給与を支給しない。）。 

部分休業 
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、１日を通じて２時間を越

えない範囲で受けることができる（勤務しない時間は、給与を減額）。 

 

ア 年次休暇の取得状況（令和５年４月１日～令和６年３月３１日） 

職員１人当たりの年次休暇平均取得日数   １３．４日  

 

イ 育児休業・部分休業制度の概要及び取得状況（令和５年度）      （単位：人） 

区 分 育児休業取得者数 部分休業取得者数 介護休暇取得者数 

男 性 
18 1 

0 
4 0 

女 性 
29 37 

0 
49 0 

計 
47 38 

0 
53 0 



    （注） 上段には令和５年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段には育児休業（部分休業）の期間が 

令和４年度から令和５年度にかけて引き続いている者の数 

 

４ 分限及び懲戒処分の状況 
 

（１）分限処分の状況（令和５年度）                       （単位：人） 
                    処分の種類 

処分事由 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績がよくない場合 地公法第28条第１項第１号 0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 
地公法第28条第１項第２号 

及び第２項第１号 0 0 46 0 46 

必要な適格性を欠く場合 地公法第 28 条第１項第３号 0 0 0 0 0 

定数の改廃、予算の減少によ

り、過員を生じた場合 
地公法第 28 条第１項第４号 0 0 0 0 0 

刑事事件に関し起訴された場

合 
地公法第 28 条第２項第２号 0 0 0 0 0 

条例で定める事由による場合 地公法第 2７条第２項 0 0 0 0 0 

合  計 0 0 46 0 46 

 

（２）懲戒処分の状況（令和５年度）                       （単位：人） 
                   処分の種類 

処分事由 戒告 減給 停職 免職 訓告等 

法令に違反した場合 地公法第2９条第１項第１号 0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合 
地公法第2９条第１項第２号 1 0 0 0 3 

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 
地公法第 29 条第１項第３号 0 0 0 0 0 

合  計 1 0 0 0 3 

 

５ 職員の服務違反の状況 
 

令和５年度(年度中の違反件数) 

区    分 違反件数 
法令等及び上司の職務上の命令

に従う義務 
0 

信用失墜行為の禁止 0 

秘密を守る義務 0 

職務に専念する義務 0 

政治的行為の制限 0 

争議行為等の禁止 0 

営利企業等の従事制限 0 

その他 1 

計 1 

 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 
 

（１） 職員の研修の状況（令和５年度） 

研  修  名 期間 
受講者数

（人） 

新規採用職員研修 （前期） 4/3、4、5 94 

新規採用職員研修 （中期） 6/30 39 

新規採用職員研修 （後期） 9/7 42 

新規採用職員研修 （フォローアップ） 2/15 35 

新規採用職員聴覚障害理解研修（全 3回） 5/31、11/24、1/22 延べ 120 

新任主査級研修 7/20、9/28 12 



新任主任級研修 6/19 31 

新任係長級研修 4/28 25 

新任課長級・課長補佐級研修 5/9 32 

部長級、次長級マネジメント研修（eラーニング） 1/10～24 31 

新規採用職員指導担当者研修 4/21 34 

業務管理研修（集合＋オンライン） 6/16 - 

家屋被害認定調査員養成研修 6/23 27 

職員基礎研修（交通安全・公務災害）（eラーニング） 2/13～22 全職員 

議会答弁対応力向上研修 5/16 35 

絆プロジェクトフォローアップ研修 12/22 33 

メンタルヘルスマネジメント研修 8/22 99 

接遇力向上研修（集合＋オンライン） 1/30、31 全職員 

全国地域リーダー養成塾 5 月～2月 3 

科目等履修生･聴講生制度 9 月～1月 1 

広報の効果的実践 5/25～6/2 1 

DX 推進リーダー育成セミナー 2/26～3/1 1 

地域住民の防災力向上～平時からの取組～ 5/10～12 1 

全国地域づくり人財塾 5/15～17 1 

海外の事例から学ぶ都市政策～デンマークを中心に～ 5/29～31 1 

デジタル人材育成研修～ベンダーとの円滑なコミュニケーションを目指して

～ 
5/31～6/2 1 

これからの子育て支援～安心して子育てができるまちを目指して～ 6/28～30 1 

第 1回自治体職員のためのデータ分析の基本～分析から政策展開へ～ 6/26～28 1 

自治体財政運営の理論と実際～自治体財政診断のノウハウ～ 8/2～4 1 

若者世代が参画する地域づくり 9/13～15 1 

避難行動要支援者対策～災害弱者をつくらない～ 11/6～8 1 

滞納整理の実践と徴収マネジメント 11/6～10 2 

自治体の内部統制と監査機能 11/15～17 1 

第 2回災害発生時の市町村の対応 1/29～2/2 1 

新任係長研修 5/11～12、18～19、

25～26、6/8～9 
20 

法制執務の入門（基本原理）【e ラーニング】 5/17～7/16、11/20

～12/17 
6 

チーム型政策研究プログラム 6 月～9月 1 

新任課長補佐研修（コンプライアンス・リスクマネジメント） 7/3 1 

新規採用職員研修（地方自治法・地方公務員法）【e ラーニング】 7/19～9/18 2 

新任課長補佐研修（メンタルヘルス）【オンライン】 7/21 1 

法制執務の基礎（読み方・作り方）【オンライン】 7/25～ 26、 8/9～

10、29～30 
4 

若手職員前期研修（会計制度・契約事務）【e ラーニング】 8/16～10/15 3 

市町村議会広報研修会 8/23 1 



中堅職員前期研修（後輩指導・調整力） 9/7、8、12 7 

市町村監査委員研修会 9/20 1 

中堅職員後期研修（情報分析・政策立案） 9/25 1 

課長研修（ハラスメント）【e ラーニング】 10/2～23 3 

法制執務の応用（実践編） 10/12～13 1 

非木造家屋評価研修会 11/1～2 2 

若手職員前期研修（フォロワーシップ・コミュニケーション） 11/14～15 3 

仕事の効率化を実現するためのテクニック 11/21 1 

エクセル（基礎・応用）【e ラーニング】 10/30～12/25 28 

自治体における訴訟実務 12/14～15 2 

農業所得に係る収支計算研修会 12/20 3 

市町村トップセミナー 2/9 1 

業務改善と DX 1/15 2 

議会運営実務研修会【e ラーニング】 1/15～2/9 2 

第 2回ライフプランセミナー（日帰り） 7/21 7 

第 3回ライフプランセミナー（日帰り） 7/28 1 

第 5回ライフプランセミナー（日帰り） 10/4 5 

ミドルライフプランセミナー 9/26 4 

今日から改善！ヘルスアップセミナー 8/30、9/8、12/6 5 

組合員のためのメンタルヘルスセミナー 10/11 5 

京都府北部 7市職員合同研修会 10/23 3 

福知山市、舞鶴市、綾部市及び京都府中丹広域振興局管内職員合同研修 8/30 4 

 

（２）主な人権研修 

研  修  名 期間 
受講者数

（人） 

新規採用職員研修（前期） 4/3 86 

新規採用職員研修（後期） 7/13、11月～12月 延べ 86 

人権研修担当者会議 5/30 70 

新任主査級、主任級人権研修 10/13、27 34 

全職員人権研修（３年間で実施） 10/4、5、11/1 178 

ハラスメント研修（集合＋オンライン） 12/6、7 全職員 

職員人権啓発推進員研修 2/21、3/12 - 

部落解放第 66回全国女性集会 5/20～21 1 

第 41 回京都府女性の船 5/20、6/2～5、7/8 1 

人権大学講座 
8/2、9/1、11/21、

1/19 
3 

部落解放第 50回京都府女性集会 8/26 15 

第 73 期京都人権文化講座 11/27 1 

第 38 回人権啓発研究集会 2/1～2 64 

部落解放第 21回人権を考える女性の集い 2/18 64 

 

 



（３）勤務成績の評定について 
評価方法について（令和５年度） 

対象職員 能力評価 業績評価（目標管理・評価・実績） その他 

管理職 実 施 実施 実施していない 

監督職 実 施 実施 実施していない 

その他一般職 実 施 実施していない 実施していない 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
 

（１） 公務災害の発生状況（令和５年度）          （単位：人） 

区  分 傷  病 死  亡 

公務災害（うち通勤災害） 29（１） ０ 

 

（２） 職員健康診断の実施状況（令和５年度） 

種  類 検 診 内 容 対 象 者 実施月日 受検者数 

定期健康診断 健康検診・胸部検診  全職員 随 時 2290 

巡 回 検 診 

健 康 検 診 全職員（社会保険加入の会計年度任用職員含む。）    

6/28～30 

8/2～4 

8/7～10 

7/25～28 

8/1 

1712 

胃 部 検 診 全職員（40 歳未満は希望者） 372 

大 腸 が ん 検 診 全職員（40 歳未満は希望者） 724 

腹 部 超 音 波 検 査 40 歳以上（35 歳以上は希望者） 751 

そ の 他 検 診 

人 間 ド ッ ク 全職員のうち希望者 随 時 541 

生 活 習 慣 病 予 防 健 診 会計年度任用職員  希望者 随 時 0 

特別検診 

Ｂ型肝炎抗原抗体検査 

健康医療課・子ども政策室・社会福祉課・

障害者福祉課・高齢者福祉課・保険年金

課・雲原診療所・生活環境課・学校教育

課・消防の希望者 

随 時 
247 

Ｂ 型 肝 炎 抗 体 検 査 市民病院・大江分院 予防接種受診者 2 月 28 

特 定 化 学 物 質 検 診 消防当該業務従事職員 

5/16、17 ４ 

 0 

ホルムアルデヒドガス発

散場所での業務に常時従

事する職員の検診 

市民病院・大江分院当該業務従事者 3/6～8 5 

放射線業務従事者検診 
市民病院・大江分院 医師・看護師・ 

放射線技師 他 
随 時 189 



 

（３）福利厚生事業に係る公費負担状況（令和５年度） 

    互助会名：福知山市職員互助会 

公費負担額 
互助会会員数 

(R6.3.31現在) 
公費補助率 一人当たりの公費負担額 掛金率 

15,280千円 1,412人 本給の2.88/1,000 10,822円 本給の10/1,000 

 

８ 公平委員会の業務の状況 
 勤務条件に関する措置の要求の状況 

令和５年度 

要求事案件数 
完結件数 翌年度継続件数 

０ ０ ０ 

 

 不利益処分に関する不服申し立ての状況 
令和５年度 

申し立て事案件数 
完結件数 翌年度継続件数 

０ ０ ０ 

 

予 防 接 種 

Ｂ 型 肝 炎 予 防 接 種 

健康医療課・子ども政策室・社会福祉課・

障害者福祉課・高齢者福祉課・保険年金

課・雲原診療所・生活環境課・学校教育

課・消防の希望者 

随 時 39 

 

市民病院・大江分院  希望者 随 時 29 

破 傷 風 予 防 接 種 

生活環境課・農政課・農林業振興課・文

化・スポーツ振興課（発掘作業従事者）・

上下水道部の希望者 

随 時 ５ 


